
一般社団法人福島県建設業協会　　　

入　札　制　度　の　改　善　に　向　け　て

平成29年11月22日

○価格競争を助長させないために
○評価項目：入札参加者の所在地0.5点加点（Ｈ29.4改正）
○対象案件：平成28年度県土木部発注の一般土木工事（特別簡易型）
　　　　　　予定価格29,365千円（地域企業にとって重要な概ね
　　　　　　　　　　　　　　　　 50,000千円未満の工事）

①入札結果 　②見直し後（入札参加者の所在地0.5点加点）

　Ａ社　Ｂ社 　Ａ社　Ｂ社
 （入札額） 　（評価値）

③逆転するための加算点（入札額は同じ）

　Ａ社　Ｂ社
 （入札額）

④加点0.5で逆転するための入札額

　Ａ社　Ｂ社
 （入札額）

　Ａ社　Ｂ社 　Ａ社　Ｂ社
 （加算点）  （評価値）

　Ａ社　Ｂ社 　Ａ社　Ｂ社
 （加算点）  （評価値） ○価格競争の激化が助長されることから、

・価格競争における最低制限価格の引き上げ
・低入札価格調査制度における調査基準価格及び
　失格基準の引き上げ、幅の縮減
・低入札価格調査制度におけるペナルティの追加
　①契約保証金の増額、②前払金の減額、③技術者の

　２名配置、④複数契約の禁止、⑤評価点の減点措置等

・低入札価格調査制度における審査の厳格化
　が必要。

（結　論）

　Ａ社　Ｂ社 　Ａ社　Ｂ社 　　　　　 Ａ社　Ｂ社 Ａ社　Ｂ社
 （加算点）  （評価値） 　　　　　 （入札額） （加算点）

Ａ社：他管内業者（落札者） Ｂ社：評価値が最も高い管内業者
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工種 該当件数

土木 ５件

舗装 ０件

土木 ３件

舗装 １６件

発注方式

総合評価方式
（特別簡易型）

条件付一般競争入札

更に4.5点の

増加が必要

1,010千円

減額

0.5点増加
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3000万円未満の
地域密着型工事
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（選定基準）

地域性
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ランク

手持ち工事量
地域貢献度

（BCP、除雪等）
等

標準型
5億円以上 ～ 24.7億円

簡易型
１億円以上 ～ ５億円

特別簡易型
3000万円以上 ～ １億円

ＷＴＯ
24.7億円以上

予定価格
（設計価格）

調
査
基
準
価
格

最
低
制
限
価
格

87%

92%

最低制限価格制度
（地方自治法）

入札額が
最低制限価格を

下回れば

即、失格

100%

入
札
額

総合評価方式
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特別簡易型
250万円以上 ～ 3000万

円
＊発注件数の⒈／2以上
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行き過ぎた価格競争の是正
①条件付一般競争入札方式における最低制限価格の引き上げ
②総合評価方式における低入札価格調査の調査基準価格および
失格基準の引き上げ、幅の縮減

③低入札価格調査制度におけるペナルティの追加（契約保証金の
増額、前払金の減額、技術者の２名配置、複数契約の禁止、
評価点の減点措置等）

④低入札価格調査制度における審査の厳格化

３千万円未満の工事を地元企業が受注できる環境整備

①総合評価方式 ⇒ 現行の評価項目の見直しでは限界
(特別簡易型)

②指名競争入札 ⇒ 指名基準の透明化、客観性の確保

課題
①受注できる業者と受注できない業者の二極化
②地域の安全・安心を担う業者が安定的に受注できない
・除雪作業を実施しているものの県発注工事を受注できない企業
が存在

・受注見通しが見えず、経営計画が立てられない

問題点
①地域に密着した３千万円未満の工事を地域の守り手である地元
企業が受注できる環境整備が不十分

②総合評価方式（特別簡易型）での評価点は企業によって固定化
しており、受注に片寄りが発生している

③適正な競争は必要だが、（改正品確法の主旨に反する）ダンピ
ングを助長する行き過ぎた価格競争

新たな動き

福島県建設業審議会知事答申（H29.1月）
・地域の実情に応じた発注のための施策の一つ
として、BCPの策定や災害時応援協定を締結
している地域企業などとの適正性を確保した
指名競争入札を導入すべきである。

ふくしま建設業振興プラン（H29.3月）
・福島県の最低制限価格や低入札価格調査基準の妥当性を確認するため、他県
等の設定、活用状況を調査した上で、必要に応じて適切に見直していきます。

・入札方式については、他県等の状況を詳細に調査し全国的な動向を把握した
上で、平成１８年の入札等改革の趣旨を踏まえつつ、そのあり方を広く検討
していきます。

総合評価落札方式による入札における適切なダンピング対策通達（H29.9月）※総務省、国土交通省
○低入札価格調査制度の活用及び価格による失格基準の導入
・失格とする価格水準を低入札価格調査の基準価格に近づけ、それによって適正な施工への懸念がある建設業者を適切に排除する
ことなどにより、制度の実効を確保すること。

・価格による失格基準の価格水準を調査基準価格と同額に設定することは、最低制限価格制度の適用と同義であることから行わない
こととし、価格による失格基準と調査基準価格については、発注者の調査能力等に応じて、負担軽減にも配慮しつつ、適切な幅を
設けること。

競争力向上

運 用仕組み

安定受注 適正利益

企業の維持
安定経営

納税、機材保持
人材確保・育成
技術開発・投資

この循環が崩れてし
まうと地域建設業が
弱体化、疲弊

（平成23年以前の状態）

地域の安全・安心が
確保できなくなる恐
れ（除雪、災害対応
等が困難に）

行政の責務
地域の安全・安心の確保

地域の建設業
・公務執行の代理者
・地域の危機管理産業（まち医者）
除雪・災害対応等

地域の実情に応じた多様な入札制度 担い手３法、設計変更ガイドライン

管理者の責務として、
税金による新たな対応
が必要

災害応援協定
ＢＣＰ（事業継続計画）
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平成２８年度福島県発注工事（土木部）における入札方式別状況

一部指名競争入札方式の併用範囲 災害復旧工事
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合計： １，１１３件

合計： ８７７億円

（１３.０％）

（３.９％）

特別簡易型

一般競争入札
（ＷＴＯ）
（24億7千万円以上）

総合評価方式
（標準型）
（2億円以上～
24億7千万円未満）

総合評価方式
（簡易型）
（5千万円以上～
2億円未満）

総合評価方式
（特別簡易型）
（3千万円以上～
5千万円未満）

随意契約
（250万円～
24億7千万円
未満）

（６.３％）

（１５．５％）

（２３．３％）

（８．３％）

（０．２％）

（７．５％）

（２８．８％）

（４２．４％）

（１１．１％）

３千万円未満 全体の１０．２％

総合評価方式
（特別簡易型）
（3千万円未満）

条件付
一般競争入札
（250万円超～
3千万円未満）

３千万円未満 全体の５２．８％

①危機管理産業としての地域建設業と入札制度 ②現行の入札制度の課題・問題点

③総合評価方式（特別簡易型）のシミュレーション ④指名競争入札方式導入の領域 （案）

⑤最低制限価格と低入札調査基準価格 ⑥福島県の低入札価格失格基準のシミュレーション

材料費 機械経費 労務費
共通

仮設費
現場

管理費
一般

管理費

30% 11% 18% 11% 22% 8%

95% 95% 100%
設計価格に

対する比率

91%

基準値 0.90 0.95 0.65 93%

５千万円以下 基準値 0.90 0.90 0.50 90%

５千万円超
～５億円以下

基準値 0.90 0.85 0.50 86%

５億円超 基準値 0.90 0.80 0.50 85%

５千万円以下 基準値 0.90 0.90 0.50 90%

５千万円超
～５億円以下

基準値 0.90 0.90 0.50 90%

５億円超 基準値 0.90 0.90 0.50 90%

５千万円以下 基準値 0.90 0.90 0.55 91%

５千万円超
～５億円以下

基準値 0.90 0.90 0.55 91%

５億円超 基準値 0.90 0.90 0.55 91%

５千万円以下 基準値 0.90 0.90 0.80 93%

５千万円超
～５億円以下

基準値 0.90 0.90 0.80 93%

５億円超 基準値 0.90 0.90 0.80 93%

＊工事の最低制限価格の設定範囲は予定価格の８７％～９２％（変更なし）

＊共通仮設費　運搬費、準備費、事業損失防止施設費、安全費、役務費、技術管理費、営繕費　等

＊現場管理費　工事監理に必要な経費（現場常駐社員の給与、労務者の交通費、外注経費、労災保険等の法定福利等

＊一般管理費　会社の本支店での必要経費、試験研究費、適正利潤

＊復興係数　　 被災３県に対する単年度の特例措置としての諸経費の割り増し （共通仮設費×１．５、現場管理費×１．２）

100%

基準値 0.90 0.90 0.55
0.97

構成
割合

 

経費の内訳
直接工事費 間接工事費

工事費計
（設計価格）

59% 41%

金
額
区
分
な
し

0.95

0.95

0.95

0.97山形県の調査基準価格

国(H.29.4.1)

（調査基準価格）

＊H20諸経費調査

福
島
県
の
失
格
基
準

H29
10/1
以
降

0.95

0.90

0.90

国
並
み

改
善
案

0.97

0.97

0.97

0.97

0.97

0.97

　　　　　　　　　　　　　　　資料６－２


